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第１章 決算の状況 

１ 各会計の決算状況 

決算は、市の運営に必要な経費について、市に入ったお金（歳入）と、使ったお金（歳出）を

明らかにするものです。人吉市には、下表のような会計区分があり、これらはその目的ごとに分

けられています。このなかでも一番大きな会計は「普通会計」で、市の本体を担う会計です。市

税や地方交付税を主な財源として、市の運営や福祉・教育の充実、農林水産業の活性化、道路や

河川の整備などの経費に用いられます。 

人吉市の場合は、「一般会計」・「人吉球磨地域交通体系整備特別会計」・「公共用地先行取

得事業特別会計」の３会計を「普通会計」としています。この章では、令和４年度普通会計決算

状況についてみていきます。 

 

※この報告書は、現行官庁会計の仕組みである「現金主義」により作成しています。よって、普通会

計における１年間のお金の流れ（フロー）や使途を確認されたい方は当報告書を、普通会計以外や

人吉市が関係するすべての財政活動主体におけるこれまでの財政活動の結果（ストック）や、「発

生主義」的なコストの状況などを確認されたい方は、別掲載の「人吉市の財務書類」をご覧くださ

い。 

 

令和４年度 各会計の決算額                              単位：円 

会計区分 会計名 歳入 歳出 差引額 

普通会計 

一般会計 22,840,641,727 21,703,401,913 1,137,239,814 

人吉球磨地域交通体系整備特別会計 3,584 3,584 0 

公共用地先行取得事業特別会計 77,000,000 76,911,124 88,876 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 4,216,022,147 3,878,476,229 337,545,918 

藍田財産区特別会計 56,496,167 42,889,707 13,606,460 

工業用地造成事業特別会計 65,688,254 61,020,577 4,667,677 

介護保険特別会計 4,601,194,754 4,212,571,596 388,623,158 

後期高齢者医療特別会計 591,446,900 576,919,626 14,527,274 

公営企業 

会計 

水道事業 

特別会計 

収益的収入及び支出 592,381,129 487,600,928 14,527,274 

資本的収入及び支出 16,826,189 335,809,497 ▲318,983,308 

下水道事業 

特別会計 

収益的収入及び支出 1,283,602,767 1,377,578,691 ▲93,975,924 

資本的収入及び支出 2,201,472,220 2,615,147,332 ▲413,675,112 

※水道事業及び下水道事業会計における資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額で補填しています。 
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２ 普通会計の決算分析 

（単位：千円・％） 

区   分 令和４年度 令和３年度 
対前年度増減 

増減額 伸率 

(1)歳入総額 22,917,545 32,444,672 ▲9,527,127 ▲29.4％ 

(2)歳出総額 21,780,216 31,984,116 ▲10,203,900 ▲31.9％ 

(3)歳入歳出差引き(1)-(2) 1,137,329 460,556 676,773 146.9％ 

(4)翌年度繰越財源 177,830 147,521 30,309 20.5％ 

(5)実質収支 959,499 313,035 646,464 206.5％ 

※普通会計の歳入歳出決算額は「地方財政状況調査表」（決算統計）による合計額（純計処理後の額）のため、

「１ 各会計の決算状況」に示した普通会計の合計額とは異なります。 

 

令和４年度の普通会計決算収支は、歳入総額・歳出総額ともに前年度に比べ減少しています。 

歳入においては、令和２年７月豪雨関連事業や庁舎建設事業の歳出減に伴い、国庫支出金と地

方債が減少したことが主な要因です。 

歳出においても、令和２年７月豪雨に伴う災害廃棄物処理事業の終了により物件費が大幅に減

少し、投資的経費である普通建設事業費の中の庁舎建設事業が大幅に減少しています。 

 

１）歳入の決算状況 

令和４年度の歳入総額は約２２９億２千万円で昨年度より約９５億２千万円の減となりました。 

減の主なものとして、災害廃棄物処理事業の終了等により国庫支出金が約３３億２千万円の減、

災害廃棄物処理事業や庁舎建設事業等の事業費減による地方債が前年度より約５４億８千万円減

少したことが挙げられます。 

国県支出金や地方交付税などは国等から交付されるお金（「依存財源」と言います。）であり、

地方税は市独自の財源（「自主財源」と言います。）であることから、地方税収の低下は財政自

主体力の低下を意味しますが、令和４年度の地方税は約１億円の増となっており、雑損控除件数

の減による市民税（個人分）の増や新築・増築件数の増による固定資産税（家屋）の増が主な要

因です。 

 

各歳入の状況は次のとおりです。 

 

地方税  ３６億６，４６１万１千円（前年度比約１億１２万円の増）  

市民税（個人）の増が約５，５１６万円、固定資産税（家屋）が約６，６６４万円の

増となっております。 

地方税の歳入全体に占める構成比は前年度比５．０％増の１６．０％となっています。 
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地方交付税 ６１億４，０４１万８千円（前年度比約２億６，９３９万円の減） 

普通交付税は、基準財政収入額と基準財政需要額の差額を算定の基礎としますが、令

和４年度は、平成２７年の国勢調査人口（３３，８８０人）から令和２年国勢調査人

口（３１，１０８人）での基準財政需要額の算定となったため、約２億６，９３９万

２千円減少しました。 

また、特別交付税は、令和２年７月豪雨関連の交付税が減少した影響で、令和４年度

は約１億６，３６６万４千円の減となっており、地方交付税全体では前年度比４．２％

の減となっています。 

（※令和４年度地財計画では地方交付税は前年度比３.５％の増）     

 

地方消費税交付金 ８億２，４７３万５千円（前年度比約２６８万円の増） 

社会保障の安定財源確保として平成２６年４月に消費税が５％から８％へ、令和元年

１０月に８％から１０％へ引き上げられました。昨年度より約２，６８１万円の増と

なっています。 

 

国庫支出金 ６億５，０３１万５千円（前年度比約３３億１，７７５万円の減） 

災害等廃棄物処理事業費補助金等の災害復旧事業国庫支出金の増や、子育て世帯等臨

時特別支援事業費補助金等の給付金事業の減などにより、国庫支出金全体では減となりま

した。 

（増減の主なもの） 

      災害等廃棄物処理事業費補助金・・・・・・・・・２４億２，１９８万円の減 

      子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金・・・・・・４億８，４４８万円の減 

      堆積土砂排除事業補助金・・・・・・・・・・・・・２億４，７３４万円の減 

 

県支出金 ２５億９，８８６万５千円（前年度比約５，１２２万円の増） 

強い農業・担い手づくり総合交付金の減はあったものの、農地等災害復旧事業費補助

金や令和２年７月豪雨災害廃棄物処理基金補助金の増により、県支出金全体では増と

なりました。 

     （増減の主なもの） 

      強い農業・担い手づくり総合交付金・・・・・・・・４億９，６５７万円の減 

      農地・農業用施設等災害復旧事業費補助金・・・・・３億３，５３４万円の増 

災害廃棄物処理基金補助金・・・・・・・・・・・・１億８，８８３万円の増 

       

地方債  ２１億６，４４０万４千円（前年度比約５４億８，２２８万円の減） 

令和２年７月豪雨による災害廃棄物処理事業債や新市庁舎建設事業債の減が大きく、

地方債全体でも大幅な減となりました。 

     （増減の主なもの） 

市庁舎建設事業債・・・・・・・・・・・・・・・２４億５，３７０万円の減 

災害廃棄物処理事業債 ・・・・・・・・・・・・２７億２，５６０万円の減 
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≪歳入の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

地方税 ① 3,664,617 16.0% 3,564,492 11.0% 100,125 2.8 %

うち住民税（個人分） 1,217,983 5.3% 1,162,823 3.6% 55,160 4.7 %

うち住民税（法人分） 285,267 1.2% 329,835 1.0% ▲ 44,568 ▲ 13.5 %

うち固定資産税 1,550,573 6.8% 1,499,636 4.6% 50,937 3.4 %

地方譲与税 ② 178,078 0.8% 166,465 0.5% 11,613 7.0 %

地方特例交付金 ③ 12,754 0.1% 90,076 0.3% ▲ 77,322 ▲ 85.8 %

うち減税補てん特例交付金 11,943 0.1% 9,023 0.0% 2,920 32.4 %

地方交付税 ④ 6,140,418 26.8% 6,409,810 19.8% ▲ 269,392 ▲ 4.2 %

うち普通交付税 4,555,457 19.9% 4,661,185 14.4% ▲ 105,728 ▲ 2.3 %

うち特別交付税 1,584,961 6.9% 1,748,625 5.4% ▲ 163,664 ▲ 9.4 %

地方消費税交付金等各種交付金 ⑤ 926,699 4.0% 904,380 2.8% 22,319 2.5 %

（一般財源）①＋②＋③＋④＋⑤ 10,922,566 47.7% 11,135,223 34.3% ▲ 212,657 ▲ 1.9 %

【参考】  ①＋②＋③＋④＋⑤＋臨時財政対策債 11,048,870 48.2% 11,587,107 35.7% ▲ 538,237 ▲ 4.6 %

交通安全特別交付金 2,964 0.0% 3,543 0.0% ▲ 579 ▲ 16.3 %

国庫支出金 4,650,315 20.3% 7,968,070 24.6% ▲ 3,317,755 ▲ 41.6 %

県支出金 2,598,865 11.3% 2,547,645 7.9% 51,220 2.0 %

地方債 2,164,404 9.4% 7,646,684 23.6% ▲ 5,482,280 ▲ 71.7 %

うち臨時財政対策債 126,304 0.6% 451,884 1.4% ▲ 325,580 ▲ 72.0 %

うち退職手当債 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

その他 2,578,431 11.3% 3,143,507 9.7% ▲ 565,076 ▲ 18.0 %

うち繰入金 705,248 3.1% 656,719 2.0% 48,529 7.4 %

歳入合計 22,917,545 100.0% 32,444,672 100.0% ▲ 9,527,127 ▲ 29.4 %

区　　分

（単位：千円）

増減率

比較令和３年度令和４年度
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２）歳出の決算状況 

令和４年度の歳出総額は約２１７億８，０２１万６千円で、昨年度より約１０２億３９０万円の減

となりました。内容については、①「行政分野ごとに見る歳出の状況（目的別経費）」と、②「経費

の性質から見る歳出の状況（性質別経費）」の２つの視点から説明します。 

 

①  行政分野ごとに見る歳出の状況（目的別経費） 
行政分野ごとに見ていくと、一番多いものが民生費で、構成比で全体の３３．０％を占めており、

次いで総務費１６．４％、公債費１０．３％と続いています。前年度との比較では、災害廃棄物処理

事業の終了により衛生費が７９．５％の減、令和２年７月豪雨災害に伴う農業者支援事業（強い農業・

担い手づくり総合支援事業）の減により農林水産業費が５８．７％減、さらには庁舎本体工事が完了

したことにより総務費が４８．８％の減となっています。 

 

 

※以下の主な理由は昨年度と比較して増減の大きい分野のみを抜粋しています。 

 

総務費 ３５億８，２３３万１千円（前年度比 約３４億１，７３１万円の減）  

（減の主な理由） 

  庁舎建設事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・約２４億３００万円の減 

   財政調整基金積立金の減・・・・・・・・・・・・約２億５，９９９万円の減 

減債基金積立金の減・・・・・・・・・・・・・・約７億８，４９４万円の減 

 

民生費 ７１億８，４８１万４千円（前年度比 約１１億８，４２４万円の減）  

（減の主な理由） 

  災害救助費負担金精算金の減・・・・・・・・・・約６億８，５５１万円の減 

  子育て世帯等への給付金事業・・・・・・・・・・約４億８，４４８万円の減 

 

衛生費 １３億５，１５１万円（前年度比 約５２億５，１１８万円の減）  

（減の主な理由） 

  災害廃棄物処理事業・・・・・・・・・・・・・約５２億１，３２２万円の減 

  新型コロナウイルスワクチン接種事業・・・・・・・・・６，２３０万円の減 

 

農林水産業費 ４億６，５２３万６千円（前年度比 約６億６，０５５万円の減）  

  （減の主な理由） 

   強い農業・担い手づくり総合支援事業・・・・・・約６億４，５４６万円の減 

   森林環境整備基金積立金・・・・・・・・・・・・・・約１，０３７万円の減 

 

商工費 ８億３，７２２万５千円（前年度比 約１億４，９３３万円の減）  

（減の主な理由） 

  ふるさと納税事業・・・・・・・・・・・・・・・・・約９，０４５万円の減 

  まち・ひと・しごと総合交流館改修事業・・・・・・・約８，６８７万円の減 
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土木費 １９億２，９９３万９千円（前年度比 約５億９，７２３万円の増）  

（増の主な理由） 

 被災市街地復興推進事業・・・・・・・・・・・・約１億８，６８２万円の増 

  公共用地先行取得事業・・・・・・・・・・・・・・・約７，６９１万円の増 

  都市防災総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・約６，７８９万円の増 

 

消防費 ６億３，９２５万５千円（前年度比 約４億８，２２１万円の減）  

（減の主な理由） 

デジタル同報無線（防災ラジオ）事業・・・・・・約４億５，３２０万円の減 

防災ポータルサイト構築事業・・・・・・・・・・・・約２，１８９万円の減 

 

教育費 １１億４，１４７万９千円（前年度比 約１億９，９１７万円の減）  

（減の主な要因） 

人吉スポーツパレス改修事業・・・・・・・・・・約１億８，３４４万円の減 

学校ＩＣＴ整備事業（小中学校）・・・・・・・・・・約３，７２０万円の減 

 

※ 行政分野ごとの歳出状況の詳細は、別掲載の「令和４年度決算に係る主要な施策の成果報

告」をご覧ください。 

 

  *各目的別の用語説明* 

○議会費 

議会運営に要する経費 

○総務費 

市庁舎運営費など総務的な経費 

○民生費 

児童福祉など社会保障関係経費 

○衛生費 

保健衛生や環境対策などの経費 

○労働費 

雇用対策等に要する経費 

○農林水産業費 

農林水産業振興に要する経費 

○商工費 

商工業・観光業の振興経費 

○土木費 

道路、河川、公園などの整備費 

○消防費 

消防に要する経費 

○教育費 

小中学校や公民館運営費など 

○災害復旧費 

災害被害の復旧に要する経費 

○公債費 

地方債等の元利返済金 

○諸支出金 

普通財産取得などに要する経費 

 

○予備費 

予算外の支出等にあてるため使途を特定しないで計上する経費 
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≪目的別歳出決算の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

議会費 161,186 0.7% 170,359 0.5% ▲ 9,173 ▲ 5.4 % 0.4 %

総務費 3,582,331 16.5% 6,999,644 21.9% ▲ 3,417,313 ▲ 48.8 % ▲ 16.1 %

民生費 7,184,714 33.0% 8,368,960 26.2% ▲ 1,184,246 ▲ 14.2 % 5.1 %

衛生費 1,351,510 6.2% 6,602,690 20.6% ▲ 5,251,180 ▲ 79.5 % 29.7 %

労働費 16,882 0.1% 15,632 0.0% 1,250 8.0 % 0.0 %

農林水産業費 465,236 2.1% 1,125,792 3.5% ▲ 660,556 ▲ 58.7 % 189.3 %

商工費 837,225 3.9% 986,563 3.1% ▲ 149,338 ▲ 15.1 % 41.4 %

土木費 1,929,939 8.9% 1,332,705 4.2% 597,234 44.8 % 23.9 %

消防費 639,255 2.9% 1,121,470 3.5% ▲ 482,215 ▲ 43.0 % 87.5 %

教育費 1,141,479 5.2% 1,340,650 4.2% ▲ 199,171 ▲ 14.9 % 19.8 %

災害復旧費 2,227,917 10.2% 2,395,312 7.5% ▲ 167,395 ▲ 7.0 % 30.5 %

公債費 2,242,442 10.3% 1,524,339 4.8% 718,103 47.1 % 8.1 %

諸支出金 0 0.0% 0 0.0% 0 - % - %

21,780,116 100.0% 31,984,116 100.0% ▲ 10,204,000 ▲ 31.9 % 11.4 %

（単位：千円）

歳出合計

前年度

増減率 増減率
区　　　　分

令和４年度 令和３年度 比　　較
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②  経費の性質から見る歳出の状況（性質別経費） 
 人件費、借入金の返済額、建設事業に要した経費などその支出を性質別に見た歳出の状況です。性

質別経費のうち、支出が義務付けられ任意に削減しにくい固定的な経費を「義務的経費」、道路や学

校の建設事業経費、災害復旧に要した経費などのように、支出の効果が資本形成に向けられ、施設等

が資産として将来に残るものに支出される経費のことを「投資的経費」と言います。 

 令和４年度の場合、非課税世帯や子育て世帯等への給付金事業の影響もあり扶助費の占める割合が

大きく、次いで投資的経費、扶助費の順となっています。一方、義務的経費は例年約５０％近くを占

めていましたが、令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興事業の増（＝投資的経費の増）により、全

体の約４３％の割合となりました。 

 

 

義務的経費 ９５億３２０万２千円（前年度比 約１億８，３３３万円の減）  

人件費と扶助費は減、公債費は増となっています。 

◆人件費  ２５億６，３０３万１千円（前年度比 約３億２，４７４万円の減） 

（減の主な理由） 

 退職金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約１億２，７８６万円の減 

 職員給（人事院勧告によるもの）・・・・・・・・・約４，９１５万円の減 

  

◆扶助費  ４６億９，７７２万９千円（前年度比 約５億７，６６９万円の減） 

（減の主な理由） 

 非課税世帯給付金・・・・・・・・・・・・・・・・約８，１６０万円の減 

子育て世帯等への給付金・・・・・・・・・・・約４億７，０９０万円の減 

 

◆公債費  ２２億４，２４４万２千円（前年度比  約７億１，８１０万円の増） 

（増の主な理由） 

 県貸付金債・・・・・・・・・・・・・・・・・約３億９，８２２万円の増 

 災害復旧事業債・・・・・・・・・・・・・・・約２億６，６２６万円の増 

 

投資的経費 ４２億２，９１７万２千円（前年度比 約２５億３，５５５万円の減） 

◆普通建設事業費 ２０億  １２５万５千円（前年度比 ２３億６，８１６万円の減） 

  うち単独事業 １３億４，５５７万２千円（前年度比 ２２億１，５５６万円の減） 

（増減の主な理由） 

市庁舎建設関連事業・・・・・・・・・・・・約２４億  ３６３万円の減 

災害公営住宅及び仮設団地利活用事業・・・・・約３億１，８９５万円の増 

スポーツパレス改修事業・・・・・・・・・・・約１億８，４２６万円の減 

 

◆災害復旧事業費 ２２億２，７９１万７千円（前年度比 １億６，７３９万円の減） 

（増減の主な理由） 

都市災害復旧事業（堆積土砂排除事業）・・・・約３億１，８９５万円の減 

社会教育施設災害復旧事業・・・・・・・・・・約１億９，７９６万円の増 

公園施設災害復旧事業・・・・・・ ・・・・・約１億５，８７５万円の減 
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その他経費 ８０億４，７８４万２千円（前年度比 約７４億８，５００万円の減）  

◆物件費  ２３億１８５万５千円（前年度比 約５４億８，２１２万円の減） 

  （減の主な理由） 

災害廃棄物処理事業・・・・・・・・・・・・・約５１億９，５８９万円の減 

新型コロナウイルスワクチン接種事業 ・・・・・・・・５，６０７万円の減 

    

◆補助費等 ２４億５，４９７万円（前年度比 約１０億９，２２３万７万円の減） 

（増減の主な理由） 

一部事務組合負担金・・・・・・・・・・・・・・・・約６，８０９万円の減 

中長期派遣職員負担金・・・・・・・・・・・・・・・約６，９２２万円の減 

災害救助費負担金返還金・・・・・・・・・・・・約６億４，９６７万円の減 

 

◆積立金 ７億３，７４７万１千円（前年度比 約１２億３，１２６万円の減） 

（減の主な理由） 

減債基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・約７億８，４９４万円の減 

財政調整基金積立金・・・・・・・・・・・・・・約２億５，９９９万円の減 

人吉応援団基金積立金・・・・・・・・・・・・・約１億７，５９５万円の減 

 

   

 

 

 

 

≪性質別歳出決算の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

義務的経費 9,503,202 43.6% 9,686,540 30.3% ▲ 183,338 ▲ 1.9 % 11.2 %

人件費 2,563,031 11.8% 2,887,773 9.0% ▲ 324,742 ▲ 11.2 % 13.4 %

扶助費 4,697,729 21.6% 5,274,428 16.5% ▲ 576,699 ▲ 10.9 % 10.9 %

公債費 2,242,442 10.3% 1,524,339 4.8% 718,103 47.1 % 8.1 %

投資的経費 4,229,172 19.4% 6,764,729 21.1% ▲ 2,535,557 ▲ 37.5 % 165.0 %

普通建設事業費 2,001,255 9.2% 4,369,417 13.6% ▲ 2,368,162 ▲ 54.2 % 508.8 %

うち補助事業費 655,683 3.0% 779,182 2.5% ▲ 123,499 ▲ 15.8 % 122.0 %

うち単独事業費 1,345,572 6.2% 3,561,138 11.1% ▲ 2,215,566 ▲ 62.2 % 896.5 %

災害復旧事業費 2,227,917 10.2% 2,395,312 7.5% ▲ 167,395 ▲ 7.0 % 30.5 %

うち補助事業費 1,781,727 8.2% 2,065,683 6.5% ▲ 283,956 ▲ 13.7 % 38.1 %

うち単独事業費 446,190 2.0% 329,629 1.0% 116,561 35.4 % ▲ 2.9 %

失業対策事業費 0 0.0% 0 0.0% 0 - % - %

その他の経費 8,047,842 37.0% 15,532,847 48.6% ▲ 7,485,005 ▲ 48.2 % ▲ 11.0 %

うち物件費 2,301,855 10.6% 7,783,983 24.3% ▲ 5,482,128 ▲ 70.4 % 18.3 %

うち補助費等 2,454,970 11.3% 3,547,207 11.1% ▲ 1,092,237 ▲ 30.8 % ▲ 41.9 %

21,780,216 100.0% 31,984,116 100.0% ▲ 10,203,900 ▲ 31.9 % 11.4 %

（単位：千円）

前年度

増減率

内
訳

内
訳

増減率

比　　較令和４年度 令和３年度

歳出合計

区　　　　分
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＊各性質別の用語説明＊ 

○義務的経費 

歳出経費のうち、その支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。人件費、扶助費、公債費

が該当します。 

◆人件費・・・職員の給料や退職手当、議員の報酬など 

◆扶助費・・・児童や高齢者福祉、生活保護など社会福祉に要する経費 

◆公債費・・・地方債（借金）の元利返済金 

 

○投資的経費 

道路、公園、学校の建設など社会資本整備に要する経費。普通建設事業費、災害復旧事業費、失

業対策事業費が該当します。 

◆普通建設事業費・・・道路や公園、学校の建設改良経費など建設事業のための経費 

◆災害復旧事業費・・・災害被害の復旧に要する経費 

 

○その他の経費 

上記以外に「積立金」・「貸付金」・「投資及び出資金」・「繰出金（他会計へ支出する経費な

ど）」・「前年度繰上充用金（前年度会計で歳入が不足する場合に次年度の歳入を繰り上げて不足

額に充てるために要した経費）」があります。 

◆物件費・・・旅費や臨時職員等の賃金、交際費、需用費、役務費、備品購入費、委託料など 

◆補助費等・・一部事務組合等への負担金やさまざまな団体等への補助金、報償費、賠償金、寄

付金など 
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３）歳入歳出差引 

「歳入－歳出」の額です。令和４年度決算では約１１億３，７３２万９千円の黒字です。 

 

４）翌年度繰越財源 

令和４年度中に完了ができなかったため令和５年度へ繰り越した事業のための財源のことで、その

額は約１億７，７８３万円です。令和５年度へ繰り越した事業は、くま川鉄道経営安定化補助金（災

害復旧分）など計５５本となりました。 

 

５）実質収支 

「歳入歳出差引額」から「翌年度繰越財源」を差し引いた額です。令和４年度決算は、約９億５，

９４９万９千円の黒字となりました。前年度より約６億４，６４６万円の増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪決算収支の状況≫ （単位：千円）

形式収支 実質収支 単年度収支 実質単年度収支

 令和４年度(A) 1,137,329 959,499 646,464 786,475

 令和３年度(B) 460,556 313,035 ▲ 883,610 ▲ 483,606

 令和２年度 1,384,844 1,196,645 1,196,645 929,808

676,773 646,464 1,530,074 1,270,081

区分

決算額

増減額（A－B）
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３ 市民１人当たりに置き換えて 

 歳入歳出決算を人吉市民１人当たりの額に換算してみました。また、１０年前（平成２４年度）・ 

２０年前（平成１４年度）と比べて決算内訳がどのように変化しているかについても掲載しています。 

 

１）市民１人当たりの決算額 

歳入歳出決算額を人吉市の人口（令和５年３月３１日現在３０，３７８人）で割り、市民一人当た

りの額を算出しますと次のとおりとなります。 

（単位：円） 

歳入の状況 市民一人当たりの額 

人吉市の税収（地方税） １２０，６３４ 

国、県から入るもの（交付税・国県支出金・各種交付金） ４７７，６５２ 

施設の使用料など 

（使用料・手数料・財産収入・分担金及び負担金） 
１３，１１６ 

借入金（地方債） ７１，２４９ 

その他（寄付金・繰入金・繰越金・諸収入） ７１，７６２ 

合  計 ７５４，４１３ 

 

（単位：円） 

歳出（目的別）の状況 市民一人当たりの額 

総務・税務徴税・議会など （議会費・総務費） １２３，２３１ 

高齢者・子ども・障がい者など （民生費） ２３６，５１０ 

健康など （保健衛生費） ２４，１８５ 

ごみ処理など （衛生費・清掃費） ２０，３０５ 

農業費・商工観光費 （農林水産費・商工費） ４２，８７５ 

道路河川・公園・住宅 （土木費） ６３，５３１ 

消防・防災など （消防費） ２１，０４３ 

教育・文化・スポーツなど （教育費） ３７，５７６ 

借入金の返済 （公債費） ７３，８１８ 

その他 （労働費・災害復旧費・諸支出金） ７３，８９６ 

合  計 ７１６，９７０ 

 

１人当たりの歳入額は７５４，４１３円、歳出額は７１６，９７０円となりました。 

歳出を見ると、民生関係に使われる額が約２３万６千円と一番大きくなっておりますが、昨年度よ

り約３５万５千円も減っています。これは、災害救助費負担金精算金の減や子育て世帯等給付金事業

の減が要因です。 

一方、歳入を見ると、市民が市税として納税する額が約１２万円、国県から交付される額が約４７

万７千円となっており、新型コロナウイルス感染症や令和２年７月豪雨により、多くを国や県からの

お金に頼りながら運営をしていることがわかります。 
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２）決算構成の変化 ～２０年前の決算と比較する～ 

ここでは、過去と現在の決算構成を比較しています。２０年前と比べると歳入歳出構成はどのよう

に変化しているのでしょうか。 

〈歳入構成の推移〉 

 令和４年度の歳入合計は２０年前と比較して約６６億４，８６６万円の増となっております。地方

税の約３億７，５５４万円の減、令和２年７月豪雨等の影響による国・県支出金や地方債の増があっ

ていることから、歳入の構成比を見ても、地方交付税、国・県支出金、各種交付金などの依存財源が

大きな割合を占めています。  

 
 

                                （単位：千円） 

 Ｈ１４年度 Ｈ２４年度 Ｒ４年度 

地方交付税 4,897,581 5,002,925 6,140,418 

地方譲与税 176,139 133,805 178,078 

地方特例交付金 146,971 5,501 12,754 

各種交付金 460,262 412,776 926,699 

交通安全特別交付金 5,796 6,163 2,964 

国庫支出金 1,819,919 2,109,354 4,650,315 

県支出金 688,989 1,065,551 2,598,865 

地方債 1,557,159 1,438,792 2,164,404 

地方税 2,475,899 1,807,206 3,664,617 

その他 4,040,165 3,659,723 2,578,431 

合 計 16,268,880 15,641,796 22,917,545 

    ＊着色  の部分が自主財源となります。 
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〈歳出構成の推移〉 

歳出の目的別構成比は、総務費、民生費の割合が増え、土木費が減少しています。新型コロナウイ

ルス感染症対策への支出に加え、社会福祉への需要が高くなったことによるものです。それに対し土

木費は２０年前に比べ大幅に減少していますが、今後は老朽化した施設などの修繕のための支出が増

えていくことが考えられます。 

 

 

 

（単位：千円） 

  １４年度 ２４年度 Ｒ４年度 

議会費 207,074 201,882 161,186 

総務費 1,554,239 1,651,067 3,582,331 

民生費 4,331,660 5,883,799 7,184,714 

衛生費 1,108,852 1,796,029 1,351,510 

労働費 70,099 74,284 16,882 

農林水産業費 530,941 415,487 465,236 

商工費 595,416 414,048 837,225 

土木費 3,157,904 941,744 1,929,939 

消防費 465,673 1,049,863 639,255 

教育費 1,862,387 1,218,188 1,141,479 

災害復旧費 32,095 30,575 2,227,917 

公債費 1,784,607 1,437,823 2,242,442 

諸支出金 0 0 0 

合 計 15,700,947 15,114,789 21,780,116 
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４ 目的税の使途状況 

 目的税とは、その使途を特定した上で徴収する税のことです。人吉市の場合は、都市計画税及び入

湯税がこれに該当します。 

 

１）都市計画税の使途状況 

都市計画税は、都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用に充てることを目的としています。

令和４年度は、下水道事業、公園整備事業、街路整備事業、区画整理事業などの都市計画事業などに

充てるとともに、これらのために借り入れた地方債の償還（返済）に充てられています。令和４年度

は事業費の約２１．５％を都市計画税収で賄っています。 

 

令和４年度 都市計画税の使途及び財源内訳          （単位：千円） 

事業名 事業費 
財源内訳 

都市計画税 国県支出金 その他 一般財源 

街路 84,068 15,193 28,207 23,619 24,762 

公園 50,459 352 26,085 23,448 574 

下水道 106,065 40,331 0 0 65,734 

区画整理 340,161 35,293 77,778 169,568 57,522 

公債費 208,160 78,147 0 0 130,013 

計 788,913 169,316 132,070 216,635 278,605 

【主な事業】 

・都市計画道路下林願成寺線改良事業、村山公園園路改修事業、被災市街地復興 

推進事業 など 

 

２）入湯税の使途状況 

入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備

並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的としています。令和

４年度は消防施設の整備、観光振興に要する費用に充てています。 

 

令和４年度 入湯税の使途及び財源内訳             （単位：千円） 

使途 事業費 
財源内訳 

入湯税 その他 一般財源 

消防施設等の整備 13,182 1,673 10,900 609 

観光振興 13,344 9,786 0 3,558 

計 26,526 11,459 10,900 4,167 

【主な事業】 

     ・消防団ポンプ購入、消火栓新設・修繕 

・観光パンフレット・広告料、観光協会等補助金 など 
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５ 地方消費税引き上げ分の使途状況 

令和元年１０月１日から消費税率（国・地方）が８％から１０％に引き上げられました。これは、

今後も増加が見込まれる社会保障経費の財源確保のためとされており、その増収分については社会保

障施策に要する経費（事務費や人件費等を除く）に充てることとなっています。 

令和４年度決算における使途状況は次のとおりとなっています。 

 

地方消費税引き上げ分の使途状況                        （単位：千円） 

事業区分 事業費 国県支出金 その他 一般財源 

 

うち地方消費税

交付金（社会保

障財源化分） 

社会福祉 計 4,434,991 2,887,525 67,330 1,480,136 207,862 

障がい者福祉 1,027,619 738,782 11,417 277,420 38,959 

高齢者福祉 145,449 4,979 17,739 122,731 17,236 

児童福祉 2,268,349 1,594,600 30,823 642,926 90,290 

母子福祉 212,732 76,478 0 136,254 19,134 

生活保護扶助 591,070 461,123 1,096 128,851 18,095 

その他 189,772 11,563 6,255 171,954 24,148 

社会保険 計 1,022,168 234,275 0 787,893 110,648 

国民健康保険 349,230 184,625 0 164,605 23,116 

介護保険 672,938 49,650 0 623,288 87,532 

保健衛生 計 883,023 127,414 254 755,355 106,078 

感染症予防 88,011 1,448 254 86,309 12,121 

高齢者医療 686,932 123,188 0 563,744 79,169 

成人保健 78,088 2,279 0 75,809 10,646 

母子保健 20,790 499 0 20,291 2,850 

医療施策 9,202 0 0 9,202 1,292 

総 計 6,340,182 3,249,214 67,584 3,023,384 424,588 

＊各事業の一般財源の割合に応じて充当しています。 


